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議案第１号

   令和４年度新潟市一般会計予算

令和４年度新潟市の一般会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３９２，２００，０００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（繰越明許費）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１３条第１項の規定により翌年度に

繰り越して使用することのできる経費は，「第２表 繰越明許費」による。

（債務負担行為）

第３条 地方自治法第２１４条の規定により債務を負担する行為をすることができる事項，

期間及び限度額は，「第３表 債務負担行為」による。

（地方債）

第４条 地方自治法第２３０条第１項の規定により起こすことができる地方債の起債の目

的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第４表 地方債」による。

（一時借入金）

第５条 地方自治法第２３５条の３第２項の規定による一時借入金の借入れの最高額は，

３５，０００，０００千円と定める。

（歳出予算の流用）

第６条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 各項に計上した給料，職員手当等及び共済費に係る予算額に過不足を生じた場

合における同一款内でのこれらの経費の各項の間の流用

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市税 134,378,143

 1 市民税 64,471,152

 2 固定資産税 49,585,011

 3 軽自動車税 2,406,438

 4 市たばこ税 5,010,361

 5 鉱産税 53,067

 6 入湯税 22,500

 7 事業所税 4,695,228

 8 都市計画税 8,134,386

 2 地方譲与税 3,311,300

 1 地方揮発油譲与税 1,231,615

 2 自動車重量譲与税 1,880,596

 3 特別とん譲与税 36,943

 4 航空機燃料譲与税 13,828

 5 石油ガス譲与税 48,318

 6 森林環境譲与税 100,000

 3 利子割交付金 77,343

 1 利子割交付金 77,343

 4 配当割交付金 428,499

 1 配当割交付金 428,499

 5 株式等譲渡所得割交付金 613,214

 1 株式等譲渡所得割交付金 613,214

 6 分離課税所得割交付金 113,253

金 額
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款 項

 1 分離課税所得割交付金 113,253

 7 法人事業税交付金 1,518,795

 1 法人事業税交付金 1,518,795

 8 地方消費税交付金 19,250,211

 1 地方消費税交付金 19,250,211

 9 ゴルフ場利用税交付金 16,937

 1 ゴルフ場利用税交付金 16,937

10 環境性能割交付金 335,076

 1 環境性能割交付金 335,076

11 軽油引取税交付金 5,274,917

 1 軽油引取税交付金 5,274,917

12 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

8,343

 1 国有提供施設等所在市町村助成交
付金

8,343

13 地方特例交付金 1,197,000

 1 地方特例交付金 1,149,000

 2 新型コロナウイルス感染症対策地
方税減収補填特別交付金

48,000

14 地方交付税 67,684,000

 1 地方交付税 67,684,000

15 交通安全対策特別交付金 243,112

 1 交通安全対策特別交付金 243,112

16 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,290

 1 石油貯蔵施設立地対策等交付金 60,290

17 分担金及び負担金 770,443

 1 分担金 120,529

 2 負担金 649,914

18 使用料及び手数料 7,922,628

金 額
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款 項

 1 使用料 5,236,974

 2 手数料 2,685,654

19 国庫支出金 72,019,880

 1 国庫負担金 53,429,003

 2 国庫補助金 18,272,935

 3 委託金 317,942

20 県支出金 21,099,813

 1 県負担金 14,180,045

 2 県補助金 4,807,667

 3 委託金 2,052,101

 4 県貸付金 60,000

21 財産収入 1,288,203

 1 財産運用収入 210,286

 2 財産売払収入 1,077,917

22 寄附金 672,000

 1 寄附金 672,000

23 繰入金 116,673

 1 基金繰入金 116,673

24 繰越金 1

 1 繰越金 1

25 諸収入 19,965,926

 1 延滞金・加算金及び過料 190,553

 2 貸付金元利収入 16,833,363

 3 受託事業収入 247,217

 4 収益事業収入 1,289,872

 5 雑入 1,404,921

金 額

-4-



款 項

26 市債 33,834,000

 1 市債 33,834,000

392,200,000

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 議会費 1,006,279

 1 議会費 1,006,279

 2 総務費 41,822,772

 1 総務管理費 36,334,813

 2 徴税費 3,212,270

 3 戸籍住民基本台帳費 762,138

 4 選挙費 1,166,373

 5 統計調査費 65,185

 6 人事委員会費 103,372

 7 監査委員費 178,621

 3 民生費 124,045,262

 1 社会福祉費 10,510,419

 2 児童福祉費 45,551,882

 3 障がい福祉費 23,746,641

 4 生活保護費 17,403,548

 5 老人福祉費 26,753,455

 6 国民年金費 79,317

 4 衛生費 32,356,564

 1 保健衛生費 21,610,548

 2 清掃費 10,746,016

 5 労働費 1,300,753

 1 労働諸費 1,300,753

 6 農林水産業費 6,217,544

金 額
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款 項

 1 農業費 2,980,450

 2 農地費 2,850,220

 3 水産業費 386,874

 7 商工費 11,086,371

 1 商業費 9,573,160

 2 工業費 1,513,211

 8 土木費 50,484,005

 1 土木管理費 750

 2 道路橋りょう費 21,352,484

 3 港湾空港費 612,613

 4 都市計画費 23,401,629

 5 公園緑地費 2,592,038

 6 都市排水応急対策費 556,214

 7 建築費 636,535

 8 住宅費 1,331,742

 9 消防費 10,522,321

 1 消防費 10,522,321

10 教育費 57,032,046

 1 教育総務費 9,342,646

 2 小学校費 24,262,326

 3 中学校費 14,673,323

 4 高等学校費 1,552,271

 5 幼稚園費 497,704

 6 特別支援学校費 1,383,185

 7 生涯学習費 2,715,828

 8 保健給食費 2,604,763

金 額
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款 項

11 公債費 48,428,852

 1 公債費 48,428,852

12 諸支出金 7,797,231

 1 普通財産取得費 200,000

 2 開発公社費 7,597,231

13 予備費 100,000

 1 予備費 100,000

392,200,000

金 額

歳 出 合 計
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第２表　繰越明許費

（単位  千円）

2 　総務費 4　選挙費 県議会議員選挙経費 221,231

市議会議員選挙経費 120,487

款 項 事 業 名 金 額
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第３表　債務負担行為

（単位  千円）

市民税関係帳票等作成事業 令和 5年度から 149,000 

令和 7年度まで

固定資産税関係帳票等作成事業 令和 5年度から 68,000 

令和 7年度まで

新潟市障がい者住宅整備資金融資損失 資金を貸付けた 約定償還期限到来後１年を経過して，なお元利金（遅延利子を含む

補償（令和４年度） 日から約定償還 。以下同じ。）が回収されなかった場合に当該未回収の元利金を限

期限到来後２年 度として融資機関に対して損失補償する。

を経過した日ま

で

清掃手数料関係帳票等作成事業 令和 5年度から 36,000 

令和 7年度まで

新焼却施設整備事業 令和 5年度から 44,000 

令和 6年度まで

新潟市国家戦略特別区域農業保証制度 令和 4年度から 新潟県信用保証協会が新潟市国家戦略特別区域農業保証制度資金の

資金損失補償（令和４年度） 令和21年度まで ための信用保証による代位弁済をした場合に，その損失を限度とし

て当該信用保証協会に対して損失補償する。

地域環境保全林整備事業用地先行取得 令和 4年度から 230,000 

契約［相手方　新潟市土地開発公社］ 令和 5年度まで

土地改良施設復旧事業資金償還金（白 令和 4年度から 8,268 

根郷地区） 令和20年度まで

除雪対策事業（令和４年度） 令和 5年度から 750,000 

令和 9年度まで

新崎駅自由通路整備事業 令和 5年度 60,000 

主要地方道新潟中央環状線（信濃川渡 令和 5年度から 400,000 

河工区）橋りょう整備事業（令和４年 令和 6年度まで

度）

都市計画道路秋葉程島線事業用地先行 令和 4年度から 152,000 

取得契約［相手方　新潟市土地開発公 令和 5年度まで

社］

都市計画道路新津新町・大久保線事業 令和 4年度から 75,000 

用地先行取得契約［相手方　新潟市土 令和 5年度まで

地開発公社］

道路橋りょう維持補修事業（令和４年 令和 5年度 200,000 

度）

橋りょう定期点検事業 令和 5年度 43,000 

新潟駅東線整備に伴う支障移転工事 令和 5年度 295,000 

新潟駅西線整備に伴う支障移転に関す 令和 5年度 50,000 

る詳細設計

新潟駅周辺整備事業用地再取得契約［ 令和 5年度から 7,482,422 

相手方　新潟市土地開発公社］ 令和 8年度まで

地方債の共同発行によって生ずる連帯 令和 4年度から 元金1,185,000,000千円及び当該額に対する利子相当額

債務（令和４年度） 令和14年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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新潟市土地開発公社事業資金融資債務 令和 4年度から 新潟市土地開発公社が令和4年度に市長の承認する金融機関から事

保証 令和 5年度まで 業資金を借り入れる場合，総額7,600,000千円に約定利息を加えた

額を限度として公有地の拡大の推進に関する法律によりその債務を

保証するものとする。

事 項 期 間 限 度 額
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臨時財政対策費 15,622,000

小学校大規模改造事業費 68,800

中学校大規模改造事業費 19,800

消防施設整備事業費 407,900

小学校校舎屋体建設事業費 3,200

都市排水応急対策事業費 103,100

公営住宅建設事業費 249,500

雨水排水対策事業費 80,000

公園緑地整備事業費 396,400

街路事業費 3,091,400

都市計画施設整備事業費 153,300

急傾斜地整備事業費 12,600

新潟空港整備事業費負担金 324,400

商工施設整備事業費 25,200

道路橋りょう整備事業費 10,504,800

漁港整備事業費 124,000

観光施設整備事業費 5,900

団体営土地改良事業費 117,400 含む

林道整備事業費 4,400 。）

農道整備事業費 21,100 同発

県営土地改良事業費負担金 343,100 行を

水道事業出資金 337,400 体と

斎場整備事業費 45,000 の共

児童相談所整備事業費 246,600 方公 ，当該見直し後の利率

老人福祉施設整備事業費 1,071,800 共団 ）

保育所整備事業費 81,200 （他 について利率の見直し 債に借り換えることができる。ああああああ

ひまわりクラブ整備事業費 63,500 の地 を行った後においては

文化施設等整備事業費 29,300 債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

体育施設整備事業費 18,700 発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

コミュニティ施設整備事業費 36,600 貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

防災設備整備事業費 136,000 又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

庁舎整備事業費 89,600 普通 年5.0％以内 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

第４表　地方債

（単位　千円）

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法
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議案第２号

   令和４年度新潟市国民健康保険事業会計予算

令和４年度新潟市の国民健康保険事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ７３，３３４，７３４千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。

（歳出予算の流用）

第３条 地方自治法第２２０条第２項ただし書の規定により歳出予算の各項の経費の金額

を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 第２款各項に計上した負担金補助及び交付金の予算額に過不足を生じた場合に

おけるその経費の各項の間の流用

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 国民健康保険料 12,755,576

 1 国民健康保険料 12,755,576

 2 国民健康保険税 3,154

 1 国民健康保険税 3,154

 3 使用料及び手数料 1

 1 手数料 1

 4 国庫支出金 1,067

 1 国庫補助金 1,067

 5 県支出金 53,751,164

 1 県補助金 53,751,164

 6 財産収入 911

 1 財産運用収入 911

 7 繰入金 6,684,635

 1 他会計繰入金 6,389,109

 2 基金繰入金 295,526

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 138,225

 1 延滞金・加算金及び過料 48,000

 2 雑入 90,225

73,334,734

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,803,002

 1 総務管理費 1,799,553

 2 徴収費 1,940

 3 運営協議会費 1,509

 2 保険給付費 52,916,474

 1 療養諸費 45,926,505

 2 高額療養費 6,837,998

 3 移送費 1

 4 出産育児諸費 92,870

 5 葬祭諸費 58,100

 6 傷病手当金 1,000

 3 国民健康保険事業費納付金 17,834,589

 1 医療給付費分 12,172,472

 2 後期高齢者支援金等分 4,290,128

 3 介護納付金分 1,371,989

 4 保健事業費 689,758

 1 保健事業費 59,636

 2 特定健康診査等事業費 630,122

 5 基金積立金 911

 1 基金積立金 911

 6 諸支出金 90,000

 1 償還金及び還付加算金 90,000

73,334,734

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

国民健康保険関係帳票等作成事業 令和 5年度から 118,000 

令和 7年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第３号

令和４年度新潟市中央卸売市場事業会計予算

令和４年度新潟市の中央卸売市場事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ１，２９１，３１７千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２

表 地方債」による。

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場収入 417,539

 1 使用料 417,538

 2 手数料 1

 2 財産収入 123,221

 1 財産運用収入 123,221

 3 繰入金 593,178

 1 他会計繰入金 549,342

 2 基金繰入金 43,836

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 126,278

 1 雑入 126,278

 6 市債 31,100

 1 市債 31,100

1,291,317

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 中央卸売市場費 434,461

 1 市場費 434,461

 2 公債費 856,487

 1 公債費 856,487

 3 基金積立金 69

 1 基金積立金 69

 4 予備費 300

 1 予備費 300

1,291,317

金 額

歳 出 合 計
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，当該見直し後の利率

）

について利率の見直し 債に借り換えることができる。あああああああ

を行った後においては

債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

第２表　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

（単位　千円）

中央卸売市場施設整備事業費 31,100 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に
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議案第４号

令和４年度新潟市と畜場事業会計予算

令和４年度新潟市のと畜場事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ２８２，２９２千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２

表 地方債」による。

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 使用料及び手数料 135,926

 1 使用料 135,926

 2 県支出金 2,700

 1 県補助金 2,700

 3 財産収入 979

 1 財産運用収入 979

 4 繰入金 91,386

 1 他会計繰入金 91,386

 5 繰越金 1

 1 繰越金 1

 6 市債 51,300

 1 市債 51,300

282,292

金 額

歳 入 合 計

-22-



    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 と畜場費 233,328

 1 と畜場費 233,328

 2 公債費 48,864

 1 公債費 48,864

 3 予備費 100

 1 予備費 100

282,292

金 額

歳 出 合 計
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第２表　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

食肉センター施設整備事業費 51,300 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み30年以内に

（単位　千円）

貸借 （ただし，利率見直し 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は 方式で借り入れる場合 により，毎年度１期又は２期に償還する。た

債券 で，政府資金及び地方 だし，財政の都合により据置期間中であって

発行 公共団体金融機構資金 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

について利率の見直し 債に借り換えることができる。あああああああ

を行った後においては

，当該見直し後の利率

）
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議案第５号

令和４年度新潟市土地取得事業会計予算

令和４年度新潟市の土地取得事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ４４４，６００千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（地方債）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２３０条第１項の規定により起こすこ

とができる地方債の起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，「第２

表 地方債」による。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 市債 394,600

 1 市債 394,600

 2 財産収入 50,000

 1 財産売払収入 50,000

444,600

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 土地取得事業費 394,600

 1 事業費 394,600

 2 公債費 50,000

 1 公債費 50,000

444,600

金 額

歳 出 合 計
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債に借り換えることができる。あああああああ

債券 だし，財政の都合により据置期間中であって

発行 も繰上償還し，償還年限を短縮し，又は低利

貸借 元利均等又は元金均等若しくは不均等の方法

又は により，毎年度１期又は２期に償還する。た

第２表　地方債

起　　債　　の　　目　　的 限　度　額
起債
の方
法法

利　　　　　率 償　　還　　の　　方　　法

（単位　千円）

公共用地先行取得事業費 394,600 普通 年5.0％以内あああああ 借り入れの年から据置期間を含み５年以内に
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議案第６号

   令和４年度新潟市母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計予算

令和４年度新潟市の母子父子寡婦福祉資金貸付事業会計の予算は，次に定めるところに

よる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ３６１，８３９千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 4,823

 1 他会計繰入金 4,823

 2 繰越金 7,681

 1 繰越金 7,681

 3 諸収入 349,335

 1 貸付金元利収入 340,386

 2 雑入 8,949

361,839

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 361,839

 1 母子父子寡婦福祉資金貸付事業費 361,839

361,839

金 額

歳 出 合 計
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議案第７号

令和４年度新潟市介護保険事業会計予算

令和４年度新潟市の介護保険事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ８６，０６８，５６６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（歳出予算の流用）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２２０条第２項ただし書の規定により

歳出予算の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 第２款各項に計上した予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の各項の

間の流用

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 介護保険料 17,627,005

 1 介護保険料 17,627,005

 2 使用料及び手数料 8,685

 1 手数料 8,685

 3 国庫支出金 20,069,695

 1 国庫負担金 14,460,143

 2 国庫補助金 5,609,552

 4 県支出金 12,278,674

 1 県負担金 11,658,031

 2 県補助金 620,643

 5 支払基金交付金 22,407,369

 1 支払基金交付金 22,407,369

 6 財産収入 720

 1 財産運用収入 720

 7 繰入金 13,671,442

 1 一般会計繰入金 13,194,659

 2 基金繰入金 476,783

 8 繰越金 1

 1 繰越金 1

 9 諸収入 4,975

 1 延滞金・加算金及び過料 1

 2 雑入 4,974

86,068,566

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 1,554,536

 1 総務管理費 882,724

 2 徴収費 140,623

 3 介護認定調査・審査会費 531,189

 2 保険給付費 80,363,617

 1 介護サービス等諸費 73,633,332

 2 介護予防サービス等諸費 2,192,620

 3 その他諸費 41,988

 4 高額介護サービス等費 1,850,276

 5 高額医療合算介護サービス等費 231,548

 6 特定入所者介護サービス等費 2,413,853

 3 地域支援事業費 4,149,693

 1 介護予防・生活支援サービス事業
費

2,517,179

 2 一般介護予防事業費 103,181

 3 包括的支援事業・任意事業費 1,522,969

 4 その他諸費 6,364

 4 基金積立金 720

 1 基金積立金 720

86,068,566

金 額

歳 出 合 計
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議案第８号

令和４年度新潟市公債管理事業会計予算

令和４年度新潟市の公債管理事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ８２，３３０，８４６千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 繰入金 58,753,846

 1 他会計繰入金 48,408,852

 2 基金繰入金 10,344,994

 2 市債 23,577,000

 1 市債 23,577,000

82,330,846

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 公債費 82,330,846

 1 公債費 82,330,846

82,330,846

金 額

歳 出 合 計
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議案第９号

   令和４年度新潟市後期高齢者医療事業会計予算

令和４年度新潟市の後期高齢者医療事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（歳入歳出予算）

第１条 歳入歳出予算の総額は，歳入歳出それぞれ９，９５５，０７０千円と定める。

２ 歳入歳出予算の款項の区分及び当該区分ごとの金額は，「第１表 歳入歳出予算」に

よる。

（債務負担行為）

第２条 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２１４条の規定により債務を負担する

行為をすることができる事項，期間及び限度額は，「第２表 債務負担行為」による。

令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一  
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　 第１表　歳入歳出予算

     歳  入

（単位　千円）

款 項

 1 後期高齢者医療保険料 7,495,566

 1 後期高齢者医療保険料 7,495,566

 2 国庫支出金 420

 1 国庫補助金 420

 3 繰入金 2,171,199

 1 他会計繰入金 2,171,199

 4 繰越金 1

 1 繰越金 1

 5 諸収入 287,884

 1 延滞金・加算金及び過料 952

 2 償還金及び還付加算金 24,116

 3 受託事業収入 237,634

 4 雑入 25,182

9,955,070

金 額

歳 入 合 計
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    歳  出

（単位　千円）

款 項

 1 総務費 201,030

 1 総務管理費 201,030

 2 後期高齢者医療広域連合納付金 9,329,648

 1 後期高齢者医療広域連合納付金 9,329,648

 3 保健事業費 399,775

 1 健康保持増進事業費 399,775

 4 諸支出金 24,117

 1 償還金及び還付加算金 24,117

 5 予備費 500

 1 予備費 500

9,955,070

金 額

歳 出 合 計
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第２表　債務負担行為

（単位  千円）

後期高齢者医療保険料関係帳票等作成 令和 5年度から 52,000 

事業 令和 7年度まで

事 項 期 間 限 度 額
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議案第１０号

   令和４年度新潟市下水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和４年度新潟市下水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

（１） 下水道への接続世帯数 ３０７，０００世帯

（２） 年間有収水量   ７１，６２２，０００㎥

                 １日平均有収水量 １９６，２００㎥

（３） 主要な建設改良事業

     管渠，ポンプ場及び処理場等整備事業 １３，１５３，３００千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。なお，営業外費用中企業

債利息４，１１６，３０５千円の財源に充てるため，企業債６０，２００千円を借り入

れる。

   収 入                     （単位 千円）

科     目 金     額

第１款 事業収益 ３２，６５９，７２３

第１項 営業収益 ２２，３９２，７６９

第２項 営業外収益 １０，２６６，９５３

第３項 特別利益 １

  支 出                     （単位 千円）

科     目 金     額

第１款 事業費 ３０，５７０，００６

第１項 営業費用 ２６，４５１，３４８

第２項 営業外費用 ４，１１６，３０５

第３項 特別損失 １，８５３

第４項 予備費 ５００
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１４，１４４，３１０千円は，当年度消費税及び地方消費税資

本的収支調整額８００，５３７千円，当年度損益勘定留保資金等１２，０５４，５９３

千円及び当年度利益剰余金処分額１，２８９，１８０千円で補填するものとする。）。

  収 入                      （単位 千円）

科     目 金     額

第１款 資本的収入 ２３，２２８，２５５

第１項 企業債 １６，７１１，１００

第２項 国県補助金 ３，５５０，２０６

第３項 他会計補助金 ２，９１４，３８４

第４項 負担金 ５２，５６５

  支 出                      （単位 千円）

科     目 金     額

第１款 資本的支出 ３７，３７２，５６５

第１項 建設改良費 １４，９０１，８９７

第２項 企業債償還金 ２２，４７０，６６８
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（債務負担行為）

第５条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

                                 （単位 千円）

事    項 期   間 限 度 額

下水道管路施設の包括的民間委託

令和５年度から

令和７年度まで

４４０，０００

白根中央浄化センター監視制御設備工事 令和５年度 ３００，０００

中部下水処理場Ｂ系水処理施設

受変電設備工事

令和５年度 ２９０，０００

木戸ポンプ場・物見山中継ポンプ場

電気設備工事

令和５年度 ８０，０００

公共下水道建設改良事業 令和５年度 １，５００，０００

公共下水道維持管理事業 令和５年度 １００，０００
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（企業債）

第６条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

                                （単位 千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

下水道事業 １６，７７１，３００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし,利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては,当

該見直し後の利

率)

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。
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（一時借入金）

第７条 一時借入金の限度額は，１０，０００，０００千円と定める。

（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定め

る。

（１） 営業費用，営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。

（１） 職員給与費 １，４９１，７７１千円

（他会計からの補助金）

第１０条 下水道事業に充てるため，一般会計からこの会計へ補助を受ける金額は，１４，

１３３，５０２千円である。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  
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議案第１１号

令和４年度新潟市水道事業会計予算

（総則）

第１条 令和４年度新潟市水道事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

（１） 給水戸数             ３３５，０００戸

（２） 年間総配水量       ９６，６６２，０００㎥

１日平均配水量 ２６４，０００㎥

（３） 主要な建設改良事業

基幹管路更新事業     ２，２４０，７００千円

基幹管路整備事業        ４９４，４５０千円

配水支管更新事業      ３，５０２，９５０千円

青山浄水場施設整備事業   １，３２１，１００千円

巻取水場施設整備事業       １２，１００千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 事業収益 １７，０４５，１９１

第１項 営業収益 １５，４５５，７３５

第２項 営業外収益 １，４１２，１３２

第３項 特別利益 １７７，３２４

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 事業費 １５，７７２，１２２

第１項 営業費用 １４，９０８，７３８

第２項 営業外費用 ６１７，０１２

第３項 特別損失 ２４１，３７２

第４項 予備費 ５，０００
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額７，９６０，５９６千円は，当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額８１６，１６３千円，当年度損益勘定留保資金５，２０４，１３０千円及

び建設改良積立金１，９４０，３０３千円で補填するものとする。）。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 資本的収入 ５，６５１，７８５

第１項 企業債 ４，６６９，０００

第２項 国庫補助金 ３１９，８５７

第３項 出資金 ３３１，０００

第４項 固定資産売却代金 １

第５項 消火栓設置負担金 ７２，１７７

第６項 補償金 ２５９，７５０

支  出                      （単位 千円）

科   目 金    額

第１款 資本的支出 １３，６１２，３８１

第１項 建設改良費 １０，１９３，１０２

第２項 企業債償還金 ３，４１９，２７９
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（継続費）

第５条 取水施設撤去事業及び巻取水場施設整備事業に係る継続費について，その総額及

び年割額を次のとおりと定める。

（単位 千円）

款 項 事 業 名 総 額 年 度 年 割 額

１

事

業

費

１

営

業

費

用

取水施設撤去

事業

５２１，４００ 令和４年度 ２３，１００

令和５年度 ２０７，９００

令和６年度 １７８，２００

令和７年度 １１２，２００

１
資
本
的
支
出

１
建
設
改
良
費

巻取水場施設

整備事業

７７３，３００ 令和４年度 １２，１００

令和５年度 ５２０，３００

令和６年度 ２４０，９００
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（債務負担行為）

第６条 債務負担行為をすることができる事項，期間及び限度額は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

事    項 期   間 限  度  額

水道管路施設情報ＧＩＳシステムデータ更

新業務

令和５年度から

令和７年度まで

６０，０００

閉庁時間帯における受付業務 令和５年度から

令和６年度まで

６２，０００

取水・導水管長寿命化調査業務 令和５年度 １６，０００

阿賀野川浄水場取水塔水管橋補修設計業務 令和５年度 ６７，０００

中部エリア水道施設整備基本計画策定業務 令和５年度 ５４，０００

秋葉送水ポンプ井設備更新基本設計業務 令和５年度 １７，０００

河川横断部配水幹線更新基本設計業務 令和５年度 ２６，０００

取水・浄水・配水施設修理工事 令和５年度 ３６０，０００

浄水・配水施設整備工事 令和５年度 ５２０，０００

配水管布設工事 令和５年度 １，３００，０００

浄水発生汚泥収集運搬・処分業務 令和５年度 １５９，０００

浄水用薬品購入経費 令和５年度 １５０，０００

水道週間行事企画・運営業務 令和５年度 ８，０００
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（企業債）

第７条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

基幹管路更新事

業

１，５１４，０００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし，利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては，当

該見直し後の利

率）

借り入れの年か

ら据置期間を含

み４０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。

配水支管更新事

業

２，１９５，０００

青山浄水場施設

整備事業

９６０，０００
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第８条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定め

る。

（１） 営業費用，営業外費用及び特別損失の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第９条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。

（１） 職員給与費 ２，７５１，７４２千円

（２） 交際費         ２００千円

（たな卸資産購入限度額）

第１０条 たな卸資産の購入限度額は，１７９，０００千円と定める。

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  
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議案第１２号

令和４年度新潟市病院事業会計予算

（総則）

第１条 令和４年度新潟市病院事業会計の予算は，次に定めるところによる。

（業務の予定量）

第２条 業務の予定量は，次のとおりとする。

（１） 病床数

６７６床 一般病床 ６５２床

精神病床 １６床

感染症病床  ８床

（２） 年間患者数

入院患者 ２０３，１００人

外来患者 ２４３，０００人

（３） 主要な建設改良事業

    手術室の陰圧化及びハイブリッド手術室整備事業   ２８，０００千円

市民病院器械備品購入            ６８８，０００千円
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（収益的収入及び支出）

第３条 収益的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 市民病院事業収益 ２６，６４２，７０２

第１項 医業収益 ２２，７４２，０８７

第２項 医業外収益 ３，８９０，６１５

第３項 特別利益 １０，０００

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 市民病院事業費用 ２７，３００，０７５

第１項 医業費用 ２６，８１６，１１１

第２項 医業外費用 ４７２，９６４

第３項 特別損失 １０，０００

第４項 予備費 １，０００
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（資本的収入及び支出）

第４条 資本的収入及び支出の予定額は，次のとおりと定める（資本的収入額が資本的支

出額に対して不足する額１，１２１，５３１千円は，当年度消費税及び地方消費税資本

的収支調整額１，６３９千円及び過年度損益勘定留保資金１，１１９，８９２千円で補

填するものとする。）。

収  入                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 市民病院資本的収入 １，７３６，４１７

第１項 企業債 ７１３，０００

第２項 負担金交付金 １，０２３，４１７

支  出                      （単位 千円）

科    目 金    額

第１款 市民病院資本的支出 ２，８５７，９４８

第１項 建設改良費 ７９８，１４８

第２項 企業債償還金 ２，０５９，８００
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（企業債）

第５条 起債の目的，限度額，起債の方法，利率及び償還の方法は，次のとおりと定める。

（単位 千円）

起債の目的 限 度 額 起債の方法 利 率 償還の方法

建設改良事業 ７１３，０００ 普通貸借又

は債券発行

年５．０％以内

（ただし，利率

見直し方式で借

り 入 れ る 場 合

で，政府資金及

び地方公共団体

金融機構資金に

ついて利率の見

直しを行った後

においては，当

該見直し後の利

率）

借り入れの年か

ら据置期間を含

み３０年以内に

元利均等又は元

金均等若しくは

不均等の方法に

より，毎年度１

期又は２期に償

還する。ただし，

財政の都合によ

り据置期間中で

あっても繰上償

還し，償還年限

を短縮し，又は

低利債に借り換

えることができ

る。

（一時借入金）

第６条 一時借入金の限度額は，３，５００，０００千円と定める。
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（予定支出の各項の経費の金額の流用）

第７条 予定支出の各項の経費の金額を流用することができる場合は，次のとおりと定める。

（１） 医業費用，医業外費用及び特別損失に計上した経費のうち，次条に定める経費

以外の経費に係る予算額に過不足を生じた場合におけるその経費の項の間の流用

（２） 医業費用及び特別損失に計上した職員給与費に係る予算額に過不足を生じた場

合におけるその経費の項の間の流用

（議会の議決を経なければ流用することのできない経費）

第８条 次に掲げる経費については，その経費の金額を，それ以外の経費の金額に流用し，

又はそれ以外の経費をその経費の金額に流用する場合は，議会の議決を経なければなら

ない。

（１） 職員給与費 １２，３６２，５５２千円

（２） 交際費         ３００千円

（たな卸資産購入限度額）

第９条 たな卸資産の購入限度額は，５，０００，０００千円と定める。

（重要な資産の取得及び処分）

第１０条 重要な資産の取得及び処分は，次のとおりとする。

（１） 取得する資産

種  類 名     称 数  量

器 械 備 品 コンピューター断層撮影装置 １式

器 械 備 品 検体検査自動分析装置 １式

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  
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議案第１３号

   新潟市養護老人ホーム条例及び新潟市特別養護老人ホーム条例の廃止について

新潟市養護老人ホーム条例及び新潟市特別養護老人ホーム条例を廃止する条例を次のよ

うに制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市養護老人ホーム条例及び新潟市特別養護老人ホーム条例を廃止する条例

次に掲げる条例は，廃止する。

（１） 新潟市養護老人ホーム条例（昭和３９年新潟市条例第１４号）

（２） 新潟市特別養護老人ホーム条例（昭和５４年新潟市条例第３９号）

  附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第１４号

   新潟市老人デイサービスセンター条例の一部改正について

新潟市老人デイサービスセンター条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市老人デイサービスセンター条例の一部を改正する条例

新潟市老人デイサービスセンター条例（平成６年新潟市条例第２３号）の一部を次のよ

うに改正する。

第２条の表老人デイサービスセンター早川町の項及び老人デイサービスセンター大山台

の項を削る。

  附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第１５号

   新潟市における法令遵守の推進等に関する条例の一部改正について

新潟市における法令遵守の推進等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

新潟市における法令遵守の推進等に関する条例の一部を改正する条例

新潟市における法令遵守の推進等に関する条例（平成１７年新潟市条例第７３号）の一

部を次のように改正する。

第２条第２号を次のように改める。

（２） 職員等 次に掲げる者をいう。

ア 市に対し公益通報者保護法（平成１６年法律第１２２号）第２条第１項に規定す

る役務を提供する者

イ 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項の規定により市が

指定した者が行う市の施設の管理業務に従事する者

ウ 第８条第１項の規定に基づく公益目的通報の日前１年以内にア及びイのいずれか

の者であった者

附 則

この条例は，令和４年６月１日から施行する。
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議案第１６号

   新潟市職員定数条例の一部改正について

新潟市職員定数条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

   新潟市職員定数条例の一部を改正する条例

新潟市職員定数条例（昭和２５年新潟市条例第１６号）の一部を次のように改正する。

第２条第３号中「１，１４５人」を「１，２００人」に改める。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第１７号

   新潟市職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について

新潟市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

新潟市職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年新潟市条例第２７号）の一部を次の

ように改正する。

第２条第１項中「任命権者又は任命権者の定める上級の職員の立会いのもとにおいて」

を削り，「署名押印」を「署名」に改める。

第２条第２項中「已む得ない」を「やむを得ない」に改める。

別記様式１及び様式２中「（印）」を削る。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第１８号

   新潟市消防職員の服務の宣誓に関する条例の一部改正について

新潟市消防職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定する

ものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市消防職員の服務の宣誓に関する条例の一部を改正する条例

新潟市消防職員の服務の宣誓に関する条例（昭和２６年新潟市条例第４８号）の一部を

次のように改正する。

第２条第１項中「，任命権者又は任命権者の定める上級の公務員の面前において」を削

り，「署名捺印」を「署名」に改める。

第２条第２項中「已むを得ない」を「やむを得ない」に改める。

別記中「新潟市階級」及び「印」を削り，別記を別記様式とする。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第１９号

   新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部改正について

新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定するもの

とする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市職員の育児休業等に関する条例の一部を改正する条例

新潟市職員の育児休業等に関する条例（平成４年新潟市条例第９号）の一部を次のよう

に改正する。

第２条第３号ア（ア）を削り，同号ア（イ）中「特定職に引き続き」を「引き続いて任

命権者を同じくする職（以下「特定職」という。）に」に改め，同号ア中（イ）を（ア）

とし，（ウ）を（イ）とする。

第２８条第２号を次のように改める。

（２） 勤務日の日数及び勤務日ごとの勤務時間を考慮して別に定める非常勤職員以外

の非常勤職員（地方公務員法第２８条の５第１項に規定する短時間勤務の職を占める

職員（以下「再任用短時間勤務職員等」という。）を除く。）

第３３条を第３５条とし，第３２条を第３４条とし，第３１条の次に次の２条を加える。

（妊娠又は出産等についての申出があった場合における措置等）

第３２条 任命権者は，職員が当該任命権者に対し，当該職員又はその配偶者が妊娠し，

又は出産したことその他これに準ずる事実を申し出たときは，当該職員に対して，育児

休業に関する制度その他の事項を知らせるとともに，育児休業の承認の請求に係る当該

職員の意向を確認するための面談その他の措置を講じなければならない。

２ 任命権者は，職員が前項の規定による申出をしたことを理由として，当該職員が不利

益な取扱いを受けることがないようにしなければならない。

（勤務環境の整備に関する措置）
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第３３条 任命権者は，育児休業の承認の請求が円滑に行われるようにするため，次に掲

げる措置を講じなければならない。

（１） 職員に対する育児休業に係る研修の実施

（２） 育児休業に関する相談体制の整備

（３） その他育児休業に係る勤務環境の整備に関する措置

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（新潟市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例の一部改正）

２ 新潟市人事行政の運営等の状況の公表に関する条例（平成１７年新潟市条例第１０号）

の一部を次のように改正する。

第３条中第１０号を第１１号とし，第５号から第９号までを１号ずつ繰り下げ，第４

号の次に次の１号を加える。

（５） 職員の休業に関する状況
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議案第２０号

   新潟市給与条例の一部改正について

新潟市給与条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市給与条例の一部を改正する条例

新潟市給与条例（昭和３２年新潟市条例第６０号）の一部を次のように改正する。

別表第７のうち（１）の表７級の項中「又は中央農業委員会事務局」を削り，同表８級

の項中「又は監査委員事務局」を「，監査委員事務局又は農業委員会事務局」に改め，「

消防局長」の次に「又は消防局消防企画監」を加える。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第２１号

   新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部改正について

新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例を次のように制定

するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                            新潟市長 中原 八一

   新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例の一部を改正する条例

新潟市会計年度任用職員の給与等に関する条例（令和元年新潟市条例第３２号）の一部

を次のように改正する。

第１６条第２項中「１００分の１２７．５」を「１００分の１２２．５」に改める。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第２２号

   新潟市立幼稚園条例の一部改正について

新潟市立幼稚園条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

   新潟市立幼稚園条例の一部を改正する条例

新潟市立幼稚園条例（昭和３９年新潟市条例第３１号）の一部を次のように改正する。

第２条の表新潟市立新津第二幼稚園の項及び新潟市立小合東幼稚園の項を削る。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第２３号

   新潟市体育施設条例の一部改正について

新潟市体育施設条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市体育施設条例の一部を改正する条例

新潟市体育施設条例（昭和３９年新潟市条例第３３号）の一部を次のように改正する。

別表第１のうち２の表新潟市西川テニスコートの項を削る。

別表第２のうち２（４４）の表を次のように改める。

  （４４） 新潟市漆山グラウンド

   専用利用

利用目的 入場料の徴収の有無 使用料の額（１時

間につき）（円）

スポーツ，体

育及びレクリ

エーションの

催物及び練習

の利用

営利又は営業を目的

としない場合

入場料を徴収しない場合 ５００

入場料を徴収する場合 １，０００

営利又は営業を目的

とする場合

― ６，５００

上に掲げるも

の以外の各種

の行事及び集

会の利用

営利又は営業を目的

としない場合

入場料を徴収しない場合 ２，０００

入場料を徴収する場合 ４，０００

営利又は営業を目的

とする場合

― ６，５００

別表第３新潟市西川テニスコートの項を削る。

  附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

-71-



議案第２４号

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例の

一部改正について

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例の一部

を改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

  新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例の

一部を改正する条例

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例等の一部を改正する条例（平成

３０年新潟市条例第２７号）の一部を次のように改正する。

附則第４項及び附則第５項中「令和４年３月３１日」を「令和６年３月３１日」に改め

る。

   附 則

この条例は，令和４年４月 1 日から施行する。
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議案第２５号

  新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部改正について

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例を次のように制定するものとす

る。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

  新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例の一部を改正する条例

新潟市児童福祉施設の設備及び運営の基準に関する条例（平成２４年新潟市条例第７７

号）の一部を次のように改正する。

第１３条中「児童等（法第３３条の７に規定する児童等をいう。以下この条において同

じ。）」を「児童」に，「児童等の福祉」を「児童の福祉」に改める。

第８１条第１項第５号中「第２０条第１項」を「第２７条第１項」に，「第３条第１項」

を「第１０条第１項」に改める。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第２６号

  新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一

部改正について

新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一部を

改正する条例を次のように制定するものとする。

  令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

  新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例の一

部を改正する条例

新潟市指定障害児通所支援の事業等の人員，設備及び運営の基準に関する条例（平成２

４年新潟市条例第７８号）の一部を次のように改正する。

第６条第２項第３号中「第２０条第１項」を「第２７条第１項」に，「第３条第１項」

を「第１０条第１項」に改める。

第７条第２項第３号及び第７３条第２項第３号中「第２０条第１項」を「第２７条第１

項」に改める。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第２７号

新潟市工業振興条例の一部改正について

新潟市工業振興条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

令和４年２月１７日提出

                           新潟市長 中原 八一

   新潟市工業振興条例の一部を改正する条例

新潟市工業振興条例（昭和５９年新潟市条例第４１号）の一部を次のように改正する。

第３条第１項に後段として次のように加える。

工業者に代わり規則で定める事業を行う者が当該事業をその工業者と共同で行う事業

とみなすことができる場合も，同様とする。

第３条第２項各号列記以外の部分中「第５号」を「第６号」に改め，同項中第６号を第

７号とし，第２号から第５号までを１号ずつ繰り下げ，第１号の次に次の１号を加える。

（２） 用地等賃借助成金

第４条中「第５号」を「第６号」に改める。

   附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。

-75-



議案第２８号

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部改正について

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部を改正する条例を次の

ように制定するものとする。

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例の一部を改正する条例

新潟市消防団員の定員，任免，給与，服務等に関する条例（昭和４１年新潟市条例第８

号）の一部を次のように改正する。

第６条の次に次の１条を加える。

（団長の任期）

第６条の２ 団長の任期は，２年とする。ただし，年度の途中で任期に達したときは，当

該任期は，任期に達した日以後における最初の３月３１日まで延長されたものとみなす。

２ 団長は，１回に限り再任されることができる。

第１３条を次のように改める。

（報酬）

第１３条 団員の報酬は，年額報酬及び出動報酬とする。

２ 年額報酬は，別表第１により支給する。

３ 出動報酬は，別表第２により支給する。

第１４条の見出し中「報酬」を「年額報酬」に改め，同条第１項中「前条」を「前条第

２項」に，「報酬」を「年額報酬」に，「支給するものとするが」を「支給するものと

し，」に改め，同条第２項中「報酬額」を「年額報酬の額」に改める。

第１５条を次のように改める。

（費用弁償）

第１５条 団員が次に掲げる事由に該当したときは，その団員に対して，新潟市旅費条例

（昭和３２年新潟市条例第４７号）に規定する職員（市長，副市長，教育長，水道事業
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管理者，病院事業管理者及び常勤の監査委員を除く。）の例によりその費用を弁償する。

（１） 公務のために市外に旅行したとき。

（２） 研修，講習又は訓練のために新潟県消防学校に入校したとき。

第１６条第１項中「報酬及び費用弁償」を「年額報酬及び出動報酬」に改め，同項ただ

し書を削り，同条第２項中「前項」を「前２項」に改め，同項を同条第３項とし，同条第

１項の次に次の１項を加える。

２ 団員の費用弁償は，その旅行の際に支給する。

別表中「報酬年額」を「年額報酬の額」に，「２７，６００」を「３７，０００」に，

「２３，０００」を「３６，５００」に改め，同表を別表第１とし，同表の次に次の１表

を加える。

別表第２（第１３条関係）

種別 出動報酬の額（１回につき）（円）

水火災その他の災害に出動 ８ ,０００

その他の消防団活動 ３ ,５００

備考 １回の出動又は消防団活動が引き続き７時間４５分を超えるときにあつてはその

超える時間の７時間４５分ごとを１回とし，超える時間が７時間４５分に満たないと

きにあつてはこれを１回とみなして計算する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は，令和４年４月１日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第１３条及び別表第２の規定は，この条例の施行の日（以下この項において

「施行日」という。）以後に出動又は消防団活動を開始した場合に適用し，施行日前に

出動又は消防団活動を開始した場合は，なお従前の例による。
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議案第２９号

新潟市消防関係手数料条例の一部改正について

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例を次のように制定するものとする。

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一

新潟市消防関係手数料条例の一部を改正する条例

新潟市消防関係手数料条例（平成２２年新潟市条例第３号）の一部を次のように改正す

る。

別表４９の項第３号中「１１０，０００円」を「９８，０００円」に改め，同表５１の

項中「１７，０００円」を「１５，０００円」に改める。

附 則

この条例は，令和４年４月１日から施行する。
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議案第３０号

市道路線の認定及び廃止について

次のとおり市道路線の認定及び廃止をするものとする。

令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

１ 認定する路線

図面

番号

路 線 名
起     点

重要な経過地

終     点

１
北２－

１１８号線

新潟市北区島見町字上往来 1072 番 1 地先 新潟市北区島見町字上往

来 1072 番 1 地先新潟市北区島見町字上往来 1072 番 1 地先

２
北３－

１２６号線

新潟市北区濁川字大島 3117 番 1 地先 新潟市北区濁川字大島

3127 番 1 地先新潟市北区濁川字大島 3128 番 1 地先

３
豊栄１－

９１９号線

新潟市北区前新田字前新田乙 217 番 1 地先 新潟市北区前新田字前新

田乙 181 番地先新潟市北区前新田字前新田乙 108 番 1 地先

４
東３－

６８３号線

新潟市東区海老ケ瀬新町 803 番 62 地先 新潟市東区海老ケ瀬新町

803 番 50 地先新潟市東区海老ケ瀬新町 803 番 65 地先

４
東３－

６８４号線

新潟市東区海老ケ瀬新町 803 番 60 地先 新潟市東区海老ケ瀬新町

803 番 59 地先新潟市東区海老ケ瀬新町 803 番 57 地先

５
南５－

２８号線

新潟市東区紫竹五丁目 1095 番 2 地先 新潟市中央区紫竹山四丁

目 546 番 28 地先新潟市中央区紫竹山四丁目 554 番 2 地先

６
南７－

４２９号線

新潟市中央区美の里 161 番 1 地先 新潟市中央区美の里 168

番 15 地先新潟市中央区美の里 172 番 8 地先

７
横越１－

５５２号線

新潟市江南区沢海字焼山 4188 番 1 地先 新潟市江南区沢海字焼山

3028 番 1 地先新潟市江南区沢海字焼山 3835 番地先

８
亀田１－

４６９号線

新潟市江南区下早通一丁目 2813 番 1 地先 新潟市江南区下早通一丁

目 2813 番 2 地先新潟市江南区下早通一丁目 2814 番 2 地先
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図面

番号

路 線 名
起     点

重要な経過地

終     点

９
新津２－

８８２号線

新潟市秋葉区下興野町 34 番 7 地先 新潟市秋葉区下興野町 25

番 11 地先新潟市秋葉区下興野町 25 番 21 地先

１０
新津３－

２８７号線

新潟市秋葉区古津字中郷 2052 番 4 地先 新潟市秋葉区古津字中郷

2052 番 9 地先新潟市秋葉区古津字中沢 2116 番 9 地先

１１
西２－

３０３号線

新潟市西区五十嵐一の町 6723 番 8 地先 新潟市西区五十嵐一の町

6724 番 48 地先新潟市西区五十嵐一の町 6725 番 29 地先

１１
西２－

３０４号線

新潟市西区五十嵐一の町 6723 番 4 地先 新潟市西区五十嵐一の町

6724 番 52 地先新潟市西区五十嵐一の町 6724 番 41 地先

１２
西２－

３０５号線

新潟市西区五十嵐二の町 8687 番 12 地先 新潟市西区五十嵐二の町

8687 番 53 地先新潟市西区五十嵐二の町 8687 番 25 地先

１２
西２－

３０６号線

新潟市西区五十嵐二の町 8687 番 49 地先 新潟市西区五十嵐二の町

8711 番 5 地先新潟市西区五十嵐二の町 8711 番 5 地先

１３
西４－

１９３号線

新潟市西区内野町 867 番 4 地先 新潟市西区内野町 853 番 7

地先新潟市西区内野町 853 番 10 地先

１４
巻１－

２９号線

新潟市西蒲区並岡 3647 番地先 新潟市西蒲区並岡 3537 番

地先新潟市西蒲区並岡 3040 番地先

１４
巻１－

４７６号線

新潟市西蒲区並岡 5456 番地先 新潟市西蒲区並岡 3263 番

地先新潟市西蒲区並岡 3264 番地先

１５
巻１－

４７７号線

新潟市西蒲区安尻字赤鏥鏡 2058 番 1 地先 新潟市西蒲区安尻字赤鏥

鏡 2058 番 2 地先新潟市西蒲区安尻字赤鏥鏡 2058 番 3 地先
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２ 廃止する路線

図面

番号

路 線 名
起     点

重要な経過地

終     点

１６
前新田・

浦木線

新潟市北区前新田字前新田甲 347 番 3 地先 新 潟 市 北 区 浦 木 字 浦 木

2518 番地先新潟市北区浦木字浦木 2518 番地先

１７
南５－

２８号線

新潟市中央区紫竹山三丁目 581 番 4 地先 新潟市中央区紫竹山四丁

目 546 番 28 地先新潟市中央区紫竹山四丁目 554 番 2 地先

１８
亀田１－

４６９号線

新潟市江南区大字亀田早通字川根 2770番 1地先新潟市江南区大字亀田早

通字川根 2776 番 1 地先新潟市江南区大字亀田早通字川根 2813番 4地先

１９
新津２－

７３０号線

新潟市秋葉区大安寺字土手内 725 番地先 新潟市秋葉区大安寺字土

手外 263 番地先新潟市秋葉区大安寺字土手外 263 番地先

２０
巻１－

２４号線

新潟市西蒲区並岡 3463 番地先 新潟市西蒲区並岡 5369 番

1 地先新潟市西蒲区並岡 3144 番地先

２０
巻１－

２９号線

新潟市西蒲区並岡 3647 番地先 新潟市西蒲区並岡 3040 番

地先新潟市西蒲区並岡 3267 番地先
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１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

北２－１１８号線

新潟食料農業大

新潟キャンパス

新潟医療福祉大敬和学園高

南浜運動広場

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

北２－１１８号線



２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

北３－１２６号線

新井郷川排水機場

国道１１３号

新井郷川浄化センター

国道７号
阿賀野川ふれあい公園

阿賀野川

濁川小

新井郷川分水路

濁川公園
濁川運動広場

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

北３－１２６号線



３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

豊栄１－９１９号線

排水機場

県立環境と人間のふれあい館

前新田公園

嚖塚東小

しらかば公園

郷土博物館

北区文化会館

水野公園福島潟・水の駅

ビュー福島潟

主要地方道新潟中央環状線

新井郷川

嚖塚中

豊栄綜合体育館

豊栄南運動公園

大沼排水機場

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

豊栄１－９１９号線



４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東３－６８３号線
②東３－６８４号線

①

②

東新潟特別支援学校

通船川

大形排水機場

大形保育園

国道７号

逢谷内保育園

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①東３－６８３号線

②東３－６８４号線



５ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南５－２８号線

高志中等教育学校

栗ノ木川

紫竹山IC

国道８号

鳥屋野潟公園
鳥屋野潟

国道７号

国道４９号

北陸地方整備局

新潟国道事務所

開志専門職大

国道７号

新潟市保健所

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南５－２８号線



６ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南７－４２９号線

新潟盲学校

日本海東北自動車道

国道４９号

新潟亀田IC

東新潟病院

開志学園高

山潟中
姥ケ山会館

桜が丘小

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南７－４２９号線



７ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

横越１－５５２号線

阿賀野川

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

横越１－５５２号線



８ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

亀田１－４６９号線

日本海東北自動車道

新潟亀田IC

丸潟公園

国道４９号

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

亀田１－４６９号線



９ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津２－８８２号線

新潟薬科大

美善第２公園

美善第１公苑

国道４６０号

新津川

能代川

JR新津駅

新津第三小

新潟市新津地域

交流センター

国土交通省北陸地方整備局

阿賀野川河川事務所
新潟県新津保健所

新津第一小

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津２－８８２号線



１０ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津３－２８７号線

金津地区

コミュニティセンター

県立植物園

国道４０３号

東大通川

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津３－２８７号線



１１ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西２－３０３号線
②西２－３０４号線

②

①

新潟市西総合スポーツセンター

新通つばさ小

新潟大

JR新潟大学前駅

天鐘こども園

五十嵐小

国道４０２号

西川

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西２－３０３号線

②西２－３０４号線



１２ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西２－３０５号線
②西２－３０６号線

新潟市水道局内野配水場

内野小

新潟学園

②

①

上五十嵐保育園 新潟大

新潟県新川河口排水機場
新川

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①西２－３０５号線

②西２－３０６号線



１３ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

西４－１９３号線

新潟市水道局

内野配水場

JR内野駅

内野小

西区役所西出張所

西川

日本文理高

新潟大

新川

上五十嵐保育園

国道１１６号

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

西４－１９３号線



１４ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①巻１－２９号線
②巻１－５４２号線

①

②

北陸自動車道

大通川

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①巻１－２９号線

②巻１－４７６号線



１５ 市 道 路 線 認 定 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

巻１－５４３号線

西蒲警察署

大通川放水路

西川

国道４６０号

国道１１６号

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

巻１－４７７号線



１６ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

前新田・浦木線

前新田公園

嚖塚東小

郷土博物館

北区文化会館
主要地方道新潟中央環状線

新井郷川

嚖塚中

豊栄綜合体育館

豊栄南運動公園

大沼排水機場

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

前新田・浦木線



１７ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南５－２８号線

高志中等教育学校

栗ノ木川

紫竹山IC

国道８号

鳥屋野潟公園
鳥屋野潟

国道７号

国道４９号

北陸地方整備局

新潟国道事務所

開志専門職大

国道７号

新潟市保健所

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

南５－２８号線



１８ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

亀田１－４６９号線

日本海東北自動車道

新潟亀田IC

丸潟公園

国道４９号

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

亀田１－４６９号線



１９ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津２－７３０号線

新津金屋運動広場

磐越自動車道

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

新津２－７３０号線



２０ 市 道 路 線 廃 止 図 （ 参考図 ）

は ん 例

起点 終点

－－－－－ 既成公道

①巻１－２４号線

②巻１－２９号線

①

②

北陸自動車道

大通川



議案第３１号

   教育委員会委員の選任について

次の者を教育委員会委員に選任したいので，議会の同意を得たい。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

大竹 英子

畠山 典子
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議案第３２号 

   農業委員会委員の選任について 

 次の者を農業委員会委員に選任したいので，議会の同意を得たい。 

  令和４年２月１７日提出  

新潟市長 中原 八一   

   

首藤 正男  

田村 良雄  

若林 清廣  

成田 誠一  

山岸 信一  

田中  さとみ 

虎澤 栄三  

阿部 信行  

佐藤  一  

平野 榮治  

伊  隆 

塩原 信子  

髙橋 潤一  

野澤 栄 

平原 大悟  

江端 美春  

大嶋 喜 

本間 雄一  

渡部 藤四夫 
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草野 伸一  

小林 喜一郎 

増井 勝 

間宮 一 

吉田 浩 
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議案第３３号

   土地利用審査会委員の選任について

次の者を土地利用審査会委員に選任したいので，議会の同意を得たい。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

  

福井 万理子

本間 禎子

林 八寿子

岩瀬 昭雄

青山 浩子

小田 稔

根岸 睦人

-106-



議案第３４号

   財産の処分について

次の財産を売り払うものとする。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長 中原 八一  

財産名 所在地 数量

土 地 新潟市東区大山２丁目８番１４ ２３，６１９．３３平方メートル
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議案第３５号

   包括外部監査契約の締結について

次のとおり包括外部監査契約を締結するものとする。

  令和４年２月１７日提出

新潟市長  中原 八一  

１ 契約の目的

  当該契約に基づく監査及び監査の結果に関する報告

２ 契約の始期

  令和４年４月１日

３ 契約の金額

  １５，０００，０００円を上限とする額

４ 費用の支払方法

  契約の定めるところによる

５ 契約の相手方

  住所 新潟市中央区京王１丁目１９番２１号

  氏名 今井 慶貴

  資格 弁護士
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